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衆議院法務委員会ニュース 

平成 27.12.4 第 189 回国会第 41 号（閉会中審査） 

 

12 月 4 日（金）、第 41回の委員会が開かれました。 

 

１ 理事の補欠選任 

・理事の補欠選任を行いました。 

  理事 門  博 文君（自民）（理事盛山正仁君去る 10 月９日委員辞任につきその補欠） 

 

２ 岩城法務大臣、盛山法務副大臣及び田所法務大臣政務官からそれぞれ就任の挨拶が行われました。 

 

３ 裁判所の司法行政、法務行政及び検察行政、国内治安、人権擁護に関する件 

・岩城法務大臣、松下総務副大臣、義家文部科学副大臣、とかしき厚生労働副大臣、政府参考人及び最高裁判所当局

に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

階     猛君（民主） 

・法科大学院の競争倍率が年々低下することにより法曹志

願者の質も低下していることが推察され、「質・量とも

に豊かな法曹を養成する」という理念に反する法科大学

院を中核とする法曹養成制度は失敗であると考えるが、

文部科学副大臣の見解を伺いたい。 

・本年の司法試験は、平成 26 年に比べ合格者数及び合格

点が増加しているが、平均点も上昇していることから、

法曹志願者の質が上がっているのではなく、本年の司法

試験の問題の難易度が低下しているのではないかとの疑

念があるが、法務大臣の見解を伺いたい。 

・金融機関の口座開設やクレジットカードの作成などにお

ける本人確認時に個人番号カードの写しが不正に取得さ

れるおそれについて、総務副大臣の見解を伺いたい。 

 

鈴 木 貴 子君（民主） 

・強制わいせつの再犯率を低下させるために、刑期が短い

受刑者についても、十分に性犯罪者処遇プログラムを受

けられるようにする必要性について、法務大臣の見解を

伺いたい。 

・布川事件、氷見事件、足利事件等、再審無罪となった事

件は複数あるが、再審無罪確定後に、当該事件における

取調べ等の捜査の問題点に関する検証をどのように行っ

ているのか、取組の状況を伺いたい。 

・刑事司法に対する国民の信頼を取り戻すためには、捜査

当局の姿勢が重要であると考えるが、えん罪事件が発生

した際の責任の取り方について、見解を伺いたい。 

 

清 水 忠 史君（共産） 

・本日から実施されている第 67 回人権週間における 17 項

目の強調事項の中に、えん罪被害者の人権に関する記載

が入っていないことについて、法務大臣の見解を伺いた

い。 

・東住吉事件でも弁護側が求めていた証拠の開示が再審請

求審で初めて認められるなど、証拠隠しがえん罪を生み

出す原因となってきたのであり、我が国の刑事司法には

検察官手持ち証拠の全面開示が求められていると考える

が、法務大臣の見解を伺いたい。 

・自己に不利益な供述を強要されないという憲法第 38 条

に反する取調べは絶対に許されず、これを担保するため、

日本弁護士連合会の「東住吉事件再審開始に関する会長

声明」にもあるように、取調べについては全事件・全過

程の録音・録画が必要と考えるが、法務大臣の見解を伺

いたい。 

 

井 出 庸 生君（維新） 

・刑事訴訟法等改正案により導入される特定電子計算機を

用いて行う通信傍受の適正化を担保するため、捜査に従

事していない職員の常時立会いを検討すべきと考えるが、

警察庁の見解を伺いたい。 

・裁判員裁判で出された一審判決を上級審が覆すと、当該

裁判員が判断を誤ったと自責の念を感じることもあるよ

うだが、三審制をとる我が国の裁判制度の下では、上級

審と判断が違うことは当然起こりうるということを広く

周知すべきと考えるが、最高裁判所当局の見解を伺いた

い。 

・大臣就任時の法務省職員への訓示で国民に分かりやすく
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本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 

なじみやすい法務行政に取り組みたい旨発言しているが、

就任して２か月たった法務大臣の感想を伺いたい。 

 

山 尾 志桜里君（民主） 

・衆議院及び参議院において、それぞれ総議員の４分の１

以上の議員の要求があるにもかかわらず、臨時国会が召

集されないのは、憲法第53条違反であると考えるが、法

秩序の維持という使命に照らし、どのように認識してい

るか、法務大臣に伺いたい。 

・刑事訴訟法等の一部を改正する法律案に関し、法務大臣

は、10月７日の初登庁後の記者会見において、不法な盗

聴をしないための担保について、担当者から説明を聞い

て考えていきたいと述べていたが、その後のヒアリング

の有無及び現在の考えについて、伺いたい。 

・10月28日付けで、最高検察庁、警察庁及び厚生労働省に

おいて、それぞれ、司法面接及び多機関連携に関する通

知が発出されたことは、犯罪被害を受けた子どもの保護

や利益といった観点から意義のあることと考えているが、

これらの通知が発出されることとなった背景及び理由に

ついて、法務大臣に伺いたい。 

 


